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常
任
委
員
会
の
主
な
審
査
状
況

「
使
用
料
等
審
議
会
条
例
」

【
説
明
】
使
用
料
・
手
数
料
等

の
適
正
化
に
つ
い
て
審
議
す
る

た
め
、
教
育
委
員
会
に
か
か
る

も
の
も
諮
問
で
き
る
機
関
と
し

て
審
議
会
を
設
置
す
る
も
の

【
質
疑
応
答
】
現
在
庁
内
の
取

り
ま
と
め
を
行
っ
て
お
り
、
こ

れ
を
資
料
と
し
て
審
議
会
に
提

出
し
、
妥
当
性
の
判
断
や
修
正

等
に
つ
い
て
意
見
を
も
ら
う
。

委
員
に
つ
い
て
は
、
あ
る
程

度
の
専
門
性
が
要
求
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
公
認
会
計
士
、
大
学

教
授
、
民
間
経
営
の
視
点
か
ら

料
金
設
定
の
考
え
方
を
判
断
で

き
る
よ
う
な
、
識
見
の
高
い
方

を
想
定
し
て
い
る
。

会
議
の
公
開
に
つ
い
て
は
、
審

議
会
の
意
見
を
聞
い
て
定
め
る
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

「
手
数
料
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
」

【
説
明
】
改
正
住
民
基
本
台
帳

法
に
基
づ
く
第
2
次
稼
動
分
と

し
て
、
住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド

の
交
付
が
8
月
か
ら
開
始
さ
れ

る
こ
と
に
伴
い
、
事
務
手
数
料

150
円
及
び
カ
ー
ド
交
付
の
事
務

手
数
料
500
円
に
つ
い
て
条
例
に

定
め
る
も
の

【
質
疑
応
答
】
カ
ー
ド
の
購
入

費
は
1
千
200
円
を
想
定
し
て
い

る
が
、
手
数
料
を
超
え
る
分
に

つ
い
て
は
、
交
付
税
で
措
置
さ

れ
る
。

カ
ー
ド
の
交
付
想
定
枚
数
は
、

15
歳
以
上
人
口
の
約
2
％
（
約

3
千
枚
）
を
想
定
し
て
い
る
。

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
と
し
て

は
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
等
に

つ
い
て
偽
造
防
止
対
策
等
が
な

さ
れ
て
い
る
I
S
O
／
I
E
C

1
4
4
3
タ
イ
プ
等
の
仕
様
を

満
た
す
も
の
を
発
注
す
る
。

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

「
個
人
情
報
保
護
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
」

【
説
明
】
電
子
計
算
組
織
の
結

合
の
禁
止
を
規
定
す
る
本
条
例

第
12
条
の
規
定
に
、
通
信
回
線

の
遮
断
が
で
き
る
旨
を
加
え
る

等
の
改
正
を
行
う
も
の

【
質
疑
応
答
】
ア
ク
セ
ス
ロ
グ

の
開
示
に
つ
い
て
は
、
国
や
東

京
都
が
検
討
を
開
始
し
た
と
こ

ろ
で
あ
り
、
総
務
省
は
、
開
示

の
た
め
の
ア
ク
セ
ス
ロ
グ
保
存

シ
ス
テ
ム
を
第
2
次
稼
動
が
始

ま
る
8
月
25
日
を
め
ど
に
開
発

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

現
在
、
庁
内
の
検
討
組
織
で

あ
る
基
幹
シ
ス
テ
ム
担
当
者
連

絡
会
で
も
調
査
研
究
し
て
い
る
。

個
人
情
報
に
重
大
な
脅
威
を

及
ぼ
す
お
そ
れ
の
高
い
事
象
と

し
て
は
、
不
正
ア
ク
セ
ス
防
止

装
置
を
通
過
し
て
行
わ
れ
る
不

正
ア
ク
セ
ス
や
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

ー
ウ
イ
ル
ス
よ
り
シ
ス
テ
ム
機

器
に
異
常
ま
た
は
不
審
な
動
作

が
あ
ら
わ
れ
る
、
さ
ら
に
は
盗

難
等
に
よ
る
個
人
情
報
の
流
出

な
ど
を
想
定
し
て
い
る
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

「
普
通
学
級
に
通
う
障
が
い
児

の
介
助
員
に
つ
い
て
の
陳
情
」

【
趣
旨
】
普
通
学
級
に
通
う
障

が
い
児
に
、
当
事
者
の
要
望
を

反
映
さ
せ
た
上
で
、
公
費
に
よ

る
介
助
員
の
配
置
を

【
説
明
】
教
育
委
員
会
の
基
本

姿
勢
は
、
適
正
就
学
を
進
め
る

こ
と
で
あ
り
、
就
学
指
導
委
員

会
の
判
定
と
異
な
り
、
普
通
学

級
へ
の
就
学
を
希
望
す
る
保
護

者
に
は
、
介
助
が
必
要
な
と
き

に
は
、
保
護
者
の
介
助
等
の
協

力
を
い
た
だ
い
て
い
る
。

【
質
疑
応
答
】
世
界
的
に
イ
ン

ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
教
育
へ
の
流
れ

が
あ
り
、国
も
検
討
を
進
め
て
い

る
。そ
の
動
向
を
見
守
り
た
い
。

昨
年
同
趣
旨
の
陳
情
が
全
会

一
致
で
採
択
さ
れ
、
施
設
に
つ

い
て
は
予
算
化
対
応
を
行
っ
て

い
る
が
、
介
助
員
に
つ
い
て
は
、

「
障
害
児
教
育
検
討
会
」
を
設

置
し
て
障
害
児
教
育
は
ど
う
あ

る
べ
き
か
、
基
本
的
な
と
こ
ろ

を
考
え
て
い
き
た
い
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
採
択

「
西
東
京
市
行
財
政
改
革
大
綱

に
よ
る
「
公
民
館
の
管
理
・
運

営
業
務
の
委
託
化
」
並
び
に

「
公
民
館
の
統
一
」
の
中
止
を

求
め
る
陳
情
」

【
趣
旨
】
公
民
館
運
営
業
務
の

委
託
化
及
び
そ
の
統
一
を
中
止

し
、
独
立
地
域
館
体
制
に
戻
す

こ
と
を
求
め
る
。

【
質
疑
応
答
】
公
民
館
の
統
一

が
、
公
民
館
運
営
審
議
会
委
員

の
数
の
減
少
に
つ
な
が
り
、
市

民
参
加
の
後
退
と
な
ら
な
い
か

と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
本

当
の
意
味
で
の
質
と
量
の
確
保

の
問
題
と
し
て
、
行
革
の
視
点

も
考
慮
し
な
が
ら
検
討
し
て
い

き
た
い
。

【
結
果
】
賛
成
少
数
で
不
採
択

「
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
」

【
説
明
】
国
保
運
営
協
議
会
か

ら
の
答
申
を
得
た
内
容
等
に
つ

い
て
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

も
の
。
具
体
的
に
は
、
出
産
育

児
一
時
金
を
30
万
円
か
ら
32
万

円
に
、
葬
祭
費
を
3
万
円
か
ら

5
万
円
に
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
、

保
険
料
率
の
改
正
及
び
そ
れ
に

伴
う
保
険
料
減
額
の
額
の
改
正

を
行
い
、
あ
わ
せ
て
法
改
正
に

伴
い
賦
課
限
度
額
を
7
万
円
か

ら
8
万
円
に
引
き
上
げ
る
も
の

【
質
疑
応
答
】
国
保
運
営
協
議

会
は
、
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
市
長
の
諮
問
機
関
で
あ
る
。

国
保
の
性
格
と
し
て
は
、
国

民
皆
保
険
と
し
て
、
社
会
保
険

ま
た
は
共
済
保
険
に
加
入
さ
れ

て
い
る
方
以
外
の
方
に
加
入
し

て
い
た
だ
く
も
の
で
、
そ
の
2

分
の
1
を
加
入
者
の
保
険
料
で

賄
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
実

際
に
は
都
内
26
市
中
7
番
目
と

い
う
相
当
の
額
の
一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
金
に
よ
り
賄
っ
て
お

り
、
社
会
保
険
加
入
者
か
ら
見

る
と
、
自
分
の
医
療
分
を
支
払

っ
て
、
な
お
か
つ
国
保
分
を
二

重
に
負
担
し
て
い
る
と
い
う
考

え
方
も
あ
る
。

今
回
の
医
療
分
の
賦
課
限
度

額
の
引
き
上
げ
の
対
象
者
は
、

お
お
む
ね
年
収
1
千
万
円
以
上

の
方
で
あ
る
。
介
護
保
険
分
に

つ
い
て
は
引
き
上
げ
に
な
る
が
、

所
得
の
低
い
層
の
軽
減
措
置
は

と
っ
て
い
く
。

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

「
中
小
企
業
不
況
対
策
特
別
緊

急
事
業
資
金
融
資
あ
っ
せ
ん
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」

【
説
明
】
現
在
の
経
済
状
況
を

か
ん
が
み
、
融
資
あ
っ
せ
ん
の

申
込
期
限
を
平
成
15
年
3
月
31

日
か
ら
平
成
16
年
3
月
31
日
ま

で
延
長
す
る
も
の

【
質
疑
応
答
】
保
証
協
会
の
判

断
で
こ
の
制
度
に
よ
る
融
資
が

受
け
ら
れ
な
い
事
業
者
に
対
し

て
は
、
借
入
金
額
の
引
き
下
げ

を
指
導
す
る
な
ど
の
対
応
を
行

っ
て
い
る
が
、
現
行
制
度
に
お

い
て
は
、
そ
の
審
査
は
、
あ
く

ま
で
も
金
融
機
関
が
行
う
も
の

で
あ
り
、
そ
れ
に
か
わ
る
も
の

は
、
現
段
階
で
は
な
い
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

「
下
水
道
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
」

【
説
明
】
現
行
1
市
2
制
度
と

な
っ
て
い
る
下
水
道
使
用
料
に

つ
い
て
、
下
水
道
審
議
会
の
答

申
に
従
い
、
当
面
、
低
廉
で
あ

る
旧
田
無
市
の
料
金
体
系
に
統

一
す
る
も
の
。
な
お
、
答
申
に

お
い
て
は
、
今
後
の
課
題
と
し

て
、
そ
の
後
の
料
金
改
定
に
つ

い
て
、
社
会
情
勢
の
変
化
及
び

下
水
道
事
業
の
あ
り
方
を
十
分

検
討
し
て
判
断
す
べ
き
と
さ
れ

て
い
る
。

【
質
疑
応
答
】
答
申
の
取
り
ま

と
め
に
当
た
っ
て
は
、
会
長
案

を
軸
に
副
会
長
の
私
案
な
ど
も

踏
ま
え
て
協
議
を
重
ね
た
も
の

で
あ
る
。
改
善
項
目
や
そ
の
可

能
性
を
検
証
し
て
、
最
終
案
と

な
っ
た
。
そ
の
中
に
は
非
常
に

難
し
い
問
題
も
含
ま
れ
る
が
、

最
善
の
努
力
を
重
ね
て
い
く
も

の
で
あ
る
。

料
金
の
統
一
が
半
年
先
に
な

る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
シ
ス
テ

ム
の
修
正
だ
け
で
な
く
、
そ
の

た
め
の
東
京
都
と
の
手
続
、
テ

ス
ト
期
間
、
周
知
期
間
等
を
含

め
て
実
際
の
改
定
ま
で
に
そ
れ

だ
け
の
期
間
を
要
す
る
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

企
画
総
務
委
員
会

田無庁舎1階に新設された情報公開コーナー

文
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委
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環
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委
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会

平成15年度 
当初予算の概要 
平成15年度 

当初予算の概要 
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47.9%

9.4%
8.3%
6.0%
5.2%

3.0%
2.1%
2.1%
3.2%

12.8%

歳入（一般会計） 

市 税  
市 債  
国 庫 支 出 金  
都 支 出 金  
繰 入 金  
地 方 交 付 税  
地方消費税交付金 
地方特例交付金 
諸 収 入  
そ の 他  

266 億2,947 万円 
71億     85 万円 
52 億2,700 万円 
46 億4,394 万円 
33 億1,057 万円 
29 億1,300 万円 
16 億6,500 万円 
11 億5,700 万円 
11 億4,414 万円 
18億   203 万円 

14万5,890円 
3万8,902円 
2万8,636円 
2万5,442円 
1万8,137円 
1万5,959円 
9,122円 
6,339円 
6,268円 
9,872円 

市民１人当たり 
内訳 

0 50 100 150 200 （億円） 

35.9%

13.6%
12.9%
9.0%

6.6%
4.6%
1.0%
0.7%
0.4%

15.3%

歳出（一般会計） 

民 生 費  
教 育 費  
土 木 費  
総 務 費  
衛 生 費  
公 債 費  
消 防 費  
議 会 費  
商 工 費  
そ の 他  

199 億 6,695 万円 
84 億 7,760 万円 
75 億 6,946 万円 
71 億 9,152 万円 
49 億 9,996 万円 
36 億 8,291 万円 
25 億 7,673 万円 
5 億 4,341 万円 
3 億 7,788 万円 
2 億    658 万円 

10万9,839円 
4万6,445円 
4万1,469円 
3万9,399円 
2万7,392円 
2万0,117円 
1万4,117円 
2,977円 
2,070円 
1,132円 

市民１人当たり 
内訳 

会 計 区 分

一 般 会 計

国民健康保険特別会計

下水道事業特別会計

受託水道事業特別会計

中小企業従業員退職金等
共 済 事 業 特 別 会 計

老人保健（医療）特別会計

駐車場事業特別会計

介護保険特別会計

合 　 　 　 計

平成15年度
当 初 予 算 額

555億9,300万円

125億8,158万円

46億2,162万円

18億1,979万円

1億1,122万円

130億3,330万円

2億1,495万円

71億1,184万円

950億8,730万円

平成14年度

598億5,700万円

121億6,700万円

46億6,073万円

19億1,405万円

1億3,935万円

139億5,186万円

2億72万円

65億5,418万円

994億4,489万円

増減率

-7.1％

3.4％

-0.8％

-4.9％

-20.2％

-6.6％

7.1％

8.5％

-4.4％


